
施策評価シート
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施策等名称 農業経営体の確保・育成
体系番号 0401010101
主管課 農林課

①

現状と課題

農業従事者の減少、高齢化が進んでいる。このような現状の中で、今頑張っている農家を育成し、その子弟が後継者とな
るような環境を整えていく必要がある。さらには、集落営農組織、既存農業者、定年帰農者、親元就農者、Ｉターン就農者、
自給的農家といった多様な担い手を育成していく。

めざす将来像
（あるべき姿、基本的

な考え方）

個人農家はもちろん、集落営農組織のように地域で効率的な生産を進める組織から、農地保全に関わる自給的農家まで、
広く農業に従事し、作物を生産する人々に対し、それぞれに合った支援策を実施して、育成していくことにより農業経営体
の確保・育成を図る。
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基本政策間連携 農業生産力の向上、優良農地の保全と活用
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2022年度目標値
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農林課

・認定農業者等を対象に農業の規模拡大と生産効率化を図るために農業用機械等の購入経費に対する助成支援。
・農業従事者前の研修期間に対して研修費の助成支援。
・集落営農組織の農業用機械購入費用助成及び設立、維持・継続、法人化の支援。
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２　指標等の推移と変動要因

施策等名称 農業経営体の確保・育成
体系番号 0401010101
主管課 農林課

2021年度 2022年度

指標No. 中間目標値 実績値　/　達成率（実績値÷目標値）

2020年度体系区分
成果指標名

計画策定時 2018年度 2019年度

1 50.00 44.00 0.00 0.00 0.00 0.00

施策
農業担い手育成支援事業申請件数

0.00 22.00

12.00 83.33 0.00 0.00 0.00 0.00

施策
集落営農組織設立件数

10.00 10.00

2

変
動
要
因
等

2018年度 事業に対する評価が高く、予想以上の申請件数があった。

2019年度

2020年度

2021年度

2022年度

10.00 10.00 0.00 0.00 0.00 0.00

施策
集落営農組織設立説明会

0.00 1.00

3

変
動
要
因
等

2018年度 相談は1件〈豊平御作田地区）あったが、設立には至っていない。

2019年度

2020年度

2021年度

2022年度

50.00 44.00 0.00 0.00 0.00 0.00

柱1
農業担い手育成支援事業

- 22.00

1

変
動
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因
等

2018年度 相談が1件〈豊平御作田地区）あり、説明を行った。

2019年度

2020年度

2021年度

2022年度

12.00 83.33 0.00 0.00 0.00 0.00

柱1
集落営農推進事業

10組織 10.00

2

変
動
要
因
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2018年度 事業に対する評価が高く、予想以上の申請件数があった。

2019年度

2020年度

2021年度

2022年度

10.00 10.00 0.00 0.00 0.00 0.00

柱1
集落営農推進事業

- 1.00

3

変
動
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因
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2018年度 相談は1件〈豊平御作田地区）あったが、設立には至っていない。

2019年度
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2022年度
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2018年度 相談が1件〈豊平御作田地区）あり、説明を行った。

2019年度

2020年度

2021年度

2022年度



施策等名称 農業経営体の確保・育成
体系番号 0401010101
主管課 農林課

３　評価・改革改善 （単位：円）

評
　
　
　
　
　
価

項　　目 2018年　（前年度比） 2019年　（前年度比） 2020年　（前年度比） 2021年　（前年度比） 2022年　（前年度比）

投
資
額

事業費(円)

うち一財(円)

進捗評価 順調

33,397,102

20,766,102

増減理由
（一般財源
前年度比
±10％以
上の場合
に記載）

28,901,000

15,341,000

0.87

0.74

理　由

即効性のある農業振興
を行っていくために、今
頑張っている農家やこれ
から農家になろうと意欲
を燃やしている研修生の
支援に重点を置く。

総
合
評
価

主
な
取
組
内
容
や
成
果

認定農業者に対して農
業用機械等の購入補助
事業と農業研修生に対
する研修費補助事業を
創設した。機械補助は、
予算を上回る申請があ
り補正予算対応をした。
新聞報道にも取り上げら
れ、農業関係者から高
い評価を得ている。

課
題

集落営農組織の設立に
向けては1地区から相談
があり、説明も行った
が、地域からの理解が
得られなかった。地域の
理解を得ることが難し
い。

重点化する
施策の柱

1

重点
事務事業

1

改
革
・
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改革・
改善内容

認定農業者の機械補助
や研修生に対する研修
費補助は、次年度も継
続していく。
集落営農組織の設立に
向けての取り組みは、改
善策を簡単には見いだ
せないので、見出せるよ
うに議論を深める。

作成担当者
最終評価責任者
最終評価年月日

朝倉正樹
五味正忠
2019.5.31
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